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いわゆるゼロ国債工事等に係る金融保証の実施について 

 

 

建設業においては、特に年度末に資金需要が増大し、建設企業が資金繰りに支障を来す場

合も想定されます。 

こうした状況にかんがみ、建設企業の年度末の資金調達の円滑化を図り、事業の早期実施

を促すため、国土交通大臣の承認を受けて、保証事業会社がいわゆるゼロ国債工事等に係る

金融保証を行うこととなりました。 

つきましては、ゼロ国債等の公共工事について、早期着工に要する資金を調達する際に保

証事業会社が債務保証を行うことで、金融機関からの融資が受けやすくなりますので、本制

度を適宜活用してください。 

なお、参考資料としまして、パンフレット資料を添付します。 

 

 

 

 

 

 






